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１. 案件名（国名） 
国名：アフガニスタン・イスラム共和国 
案件名：カブール市内道路橋梁改善計画（The Project for Improvement of Roads and 
Bridges in Kabul City） 
 
２. 事業の背景と必要性  
(1) 当該国におけるインフラ整備及び都市開発の開発実績（現状）と課題 

約 200 万人（1999 年）であった首都カブール市の人口は、2012 年 12 月時点で

400 万人を超えていると言われており、本来の人口吸収能力を超えている状況にあ

る。現在も急激なスピードで人口増加が続いており、この傾向は少なくとも今後十

数年は続き、2025 年には 650 万人にまで達すると予測されている。この人口の急

激な増加にともない、カブール市では地下水位の低下、水質・大気・土壌の汚染、

衛生環境の悪化，慢性的な交通渋滞等の都市問題が深刻化している。特に，市内の

慢性的な交通渋滞はアフガニスタンの経済発展の阻害要因にもなりうることから、

カブール市内の道路・橋梁等の社会基盤施設の整備・改修が急務となっている。 
(2) 当該国におけるインフラ整備及び都市開発における開発政策と本事業の位置づけ

及び必要性 
アフガニスタン国家開発戦略（ANDS）において，インフラ整備，都市開発は重

要な開発課題として掲げられている。ANDS を踏まえたカブール市都市開発マスタ

ープラン（2012 年 12 月にアフガニスタン政府が閣議承認）及び同市道路整備計画

等に基づき、カブール市及び各援助機関は，同市の社会基盤施設整備を行っている。

本事業はこれら計画等において必要性が高い事業と位置づけられている。 
(3) インフラ整備及び都市開発分野に対する我が国の援助方針 

我が国は、アフガニスタンに関する東京会合（2012 年 7 月）において、2012 年

から概ね 5 年間で、開発分野及び治安維持能力の向上に対し、最大約 30 億ドル規

模の支援を行うこと、開発分野においては、アフガニスタンの経済戦略を踏まえ、

農業、インフラ整備、人づくりの 3 本柱を重視することを表明している。我が国は

インフラ整備支援として、カブール首都圏開発プログラムの下、アフガニスタン政

府関係機関の事業計画・立案・実施能力の向上を図るとともに、これまでカブール

市内における約 55 キロメートルの道路改修（実施中案件を含む）及びアルタール

橋の改修（実施済）等の支援を実施してきている。 
(4) 他の援助機関の対応 

世界銀行がカブール市道路改善プロジェクトを通じて、道路計画・設計及び一部

区間の施工を行っている。また同市内の交通渋滞解消に向け、カナダがカブール市

交通管制計画プロジェクトの実施を計画している。 



 
３. 事業概要  
(1) 事業の目的 

本事業は、カブール市内において、交通渋滞を引き起こす要因となっている箇所

の改善を図り、もってカブール市内の交通渋滞の緩和及び交通状況の改善に寄与す

ることを目的とする。 
(2) プロジェクトサイト/対象地域名 
カブール市 

(3) 事業概要 
1) 土木工事：橋梁改修及び建設、交差点改良、道路改修 
2) コンサルティングサービス（入札関連業務、施工監理） 

(4) 事業実施体制 
事業実施機関：カブール市役所 

(5) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 
1) 環境社会配慮 
① カテゴリ分類: Ｂ 
② カテゴリ分類の根拠: 本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」

（2010 年 4 月公布）に掲げる道路・橋梁セクターのうち大規模なものに該当

せず、環境への望ましくない影響は重大でないと判断され、かつ、同ガイドラ

インに掲げる影響を及ぼしやすい特性及び影響を受けやすい地域に該当しな

いため。 
2) 貧困削減促進等：カブール市内の交通状況が改善され、経済活動が活性化する

とともに，住民が基礎的な社会サービスをより享受しやすくなる。 
(6) 他スキーム、他ドナー、他案件等との連携：カブール市内の交通改善に関する支

援を実施している米国（米国大使館、USAID）、カナダ、世界銀行等と意見・情報

交換を行い、それぞれの支援事業の相乗効果発現を図る。また，下記４．（２）の

とおり。 
(7) その他特記事項：特になし 
 
４. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
(1) 類似案件の評価結果 

カンボジア国の道路橋梁改修事業の評価等では、事業完了後のモニタリング・維

持管理体制の充実（エンジニアの確保、維持管理マニュアルの整備等）が重要との

所見を得ている。 
(2) 本事業への教訓 

実施中の技術協力を通じて当該事業の事業モニタリングを実施（OJT による指導、

マニュアル整備等）する等，維持管理体制強化にかかる支援を実施する。 
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